
八戸市専用水道及び簡易専用水道取扱要領 

 

（趣旨) 

第１ この要領は、水道法（昭和 32 年法律第 177 号。以下「法」とい

う。）第３条第６項に規定する専用水道及び同条第７項に規定する簡

易専用水道の管理等の手続について、必要な事項を定めるものとする。 

（確認申請等） 

第２ 法第 33 条第１項の申請書は、専用水道布設工事確認申請書（別

記第１号様式）のとおりとする。 

（記載事項変更の届出） 

第３ 法第 33 条第３項の規定による届出は、専用水道布設工事確認申

請書記載事項変更届出書（別記第２号様式）により行うものとする。 

（確認等の通知） 

第４ 保健所長は、法第 33 条第１項の規定による申請を受理した場合、

法第 33 条第５項の規定により、その内容が法第５条の規定による施

設基準に適合することを確認したときの通知は、専用水道布設工事適

合確認通知書（別記第３号様式）により行うものとする。 

２ 保健所長は、法第 33 条第１項の規定による申請を受理した場合、

法第 33 条第５項の規定により、その内容が法第５条の規定による施

設基準に適合しないと認めたとき、若しくは申請書の添付書類によっ

ては適合するかしないかを判断することができないときの通知は、専

用水道布設工事不適合通知書（別記第４号様式）により行うものとす

る。 

（布設工事完了の報告等） 

第５ 専用水道の設置者は、布設工事が完了したときは、完了した日か

ら７日以内に専用水道布設工事完了報告書（別記第５号様式）を保健

所長に提出しなければならない。 

２ 保健所長は、前項の報告があった場合において、報告書の記載事項

が、第２の申請書又は第３の変更届出書の記載事項と布設工事の施工

内容が合致していると認めるときは、これを受理しなければならない。 

（専用水道の給水開始前の届出） 



第６ 法第 34 条第１項において準用する法第 13 条第１項の規定による

給水開始の届出は、専用水道給水開始前届出書（別記第６号様式）に

より行うものとする。 

（専用水道の変更・廃止の届出） 

第７ 専用水道の設置者は、専用水道を変更又は廃止したときは、速や

かに専用水道（変更・廃止）届出書（別記第７号様式）を保健所長に

提出しなければならない。 

（水道技術管理者設置の届出等） 

第８ 専用水道の設置者は、法第 34 条第１項において準用する法第 19

条第１項の規定により水道技術管理者を設置したときは、速やかに水

道技術管理者設置・変更届出書（別記第８号様式）により水道技術管

理者の資格を証明する書類又はその写しを添えて保健所長に届け出

なければならない。 

２ 前項の規定は、水道技術管理者を変更したときに準用する。 

（専用水道の業務委託の届出等） 

第９ 法第 34 条第１項において準用する法第 24 条の３第１項の規定に

より、専用水道の管理に関する技術上の業務を委託したときの同条第

２項前段の規定による届出は、専用水道管理業務委託届出書（別記第

９号様式）により行うものとする。 

２ 前項の委託に係る契約が効力を失ったときの法第 34 条第１項にお

いて準用する法第 24 条の３第２項後段の規定による届出は、専用水

道管理業務委託契約失効届出書（別記第 10 号様式）により行うもの

とする。 

（改善の指示等） 

第 10 法第 36 条第１項の規定による専用水道施設の改善の指示は、専

用水道改善指示書（別記第 11 号様式）により行うものとする。 

２ 法第 36 条第２項の規定による専用水道に係る水道技術管理者の変

更の勧告は、水道技術管理者変更勧告書（別記第 12 号様式）により

行うものとする。 

（給水停止の命令） 

第 11 法第 37 条の規定による専用水道に係る給水停止の命令は、給水

停止命令書（別記第 13 号様式）により行うものとする。 

（簡易専用水道の設置等の届出） 



第 12 簡易専用水道を設置した者は、簡易専用水道設置届出書（別記第

14 号様式）を保健所長に提出しなければならない。 

２ 水道事業者は、給水の申込み等により、簡易専用水道の設置を把握

したときは、当該設置者に了解を得た上で「簡易専用水道施設票」（別

記第 15 号様式）を作成し、保健所長へ送付するものとする。 

３ 簡易専用水道の設置者は、簡易専用水道設置届出書に記載した事項

を変更又は簡易専用水道を廃止したときは、速やかに簡易専用水道

（設置届出書記載事項変更・廃止）届出書（別記第 16 号様式）を保

健所長に提出しなければならない。 

（簡易専用水道検査の報告等） 

第 13 簡易専用水道の設置者は、法第 34 条の２第２項の規定により、

厚生労働大臣の登録を受けた者（以下「登録検査機関」という。）に

よる検査の結果、水の供給について衛生上問題があると認められたと

きは、速やかにその旨を保健所長に報告しなければならない。 

２ 登録検査機関は、前項の検査の結果、水の供給について衛生上問題

があると認めたときは、当該設置者に対し速やかにその旨を保健所長

に報告するよう助言するとともに、当該設置者の了解が得られた場合

には「簡易専用水道検査結果報告書」（別記第 17 号様式）により、

速やかに保健所長に報告するものとする。 

３ 保健所長は、法第 39 条第３項の規定に基づき、簡易専用水道の設

置者から必要な報告を徴収することにより、施設の検査受検状況を把

握するものとする。 

（措置の指示） 

第 14 法第 36 条第３項の規定による簡易専用水道施設の管理に係る措

置の指示は、簡易専用水道措置指示書（別記第 18 号様式）により行

うものとする。 

（給水停止の命令） 

第 15 法第 37 条の規定による簡易専用水道に係る給水停止の命令は、

給水停止命令書（別記第 13 号様式）により行うものとする。 

 

附 則 

（実施期日） 

この要領は、平成 25 年４月１日から実施する。 



（実施期日） 

この要領は、平成 29 年１月１日から実施する。 

（実施期日） 

この要領は、令和３年４月１日から実施する。 

 


